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研究成果の概要（和文）：経済的行為を選択する現実の状況においては、経済主体は経済的価値を暴力や詐取に
よって他者に奪われる脅威に直面している。本研究では、そのような脅威が経済主体の価値創造的な経済的行為
の選択と努力を歪め、経済発展を停滞させるメカニズムの分析を行い、インドのデータを用いて実証研究を行っ
た。研究者の既存研究と合わせて、暴力や詐取の脅威がインド州レベルの製造業の一人当たり付加価値や投資の
水準に負の効果をもたらすこと、一方で市場競争は製造業企業の生産性を高めることを計量的な分析を用いて示
した。

研究成果の概要（英文）：In the real situation where economic actors make decisions, they face the 
threats by which their economic value might be taken away by other actors through violence or 
cheating. In this research project I investigated the mechanisim through which those threats may 
distort the choice and efforts of value creative economic actions of economic actors, and exarcebate
 the economic peformance. Furthermore, I conducted empirical studies on such effects based on the 
Indian data. Together with my previous studies, I have shown that threats of violence and cheating 
deteriorate per capita value added and per capita capital investment of manufaturing sector at a 
state level of India. Furthermore, I have shown that competition has a positive effect on the total 
factor productivity of manufacturing firms in India.

研究分野： 経済発展論
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研究成果の学術的意義や社会的意義
経済学では経済主体が経済的な目的の実現のために経済的な行為を選択する状況を仮定して分析を行うことが多
い。しかし、発展途上国では経済主体が暴力や詐取などによって経済的な価値を奪われる脅威にさらされている
ことが多く、そのような脅威によって経済主体の経済的な行為の選択や努力が歪められて、経済発展が実現しな
いという効果が深刻である。経済発展の実現のためには、暴力や詐取など経済学ではあまり取り上げられないけ
れども、経済主体に行為に深刻な影響を及ぼす要因に注意を払わなければならないことを明示的に示した点に本
研究の意義がある。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
一般的なミクロ経済学のテキストでは、人々が経済的な価値を自発的に交換する取引が社会に

おける価値移転の標準的な様式となっていることをしばしば暗黙の前提としている。そして、自
発的な取引を前提とすれば、その自然な帰結として、程度の差こそあれ競争が市場での取引の主
な方法となる。しかし、人類の歴史の中で、人々の生み出す価値は取引以外の方法によって移転
することがごく普通のことであった。代表的な例としては、戦争・略奪・強盗などで価値が移転
する場合がある。これらをまとめて暴力による移転と呼ぶことができよう。もう一つの代表的な
例としては、汚職・腐敗・詐欺などによる価値の移転がある。これらをまとめて詐取による移転
と呼ぶことができよう。また、暴力や詐取による価値移転は人々の自発的な移転ではないことか
ら、まとめて非自発的な価値移転と呼ぶことができる。本研究が実証研究の対象とするインドで
も、非自発的な価値移転が広く見られる。非自発的な価値移転が蔓延する社会では、物的・人的
資本への投資からの私的な期待リターンが低いため、投資が低迷し経済パフォーマンスが悪化す
る。一方で、自発的な取引とその１つの帰結としての競争が価値移転の標準的な様式となってい
る社会では、人的・物的資本への投資が私的なリターンと直結するため、投資が活発化し経済パ
フォーマンスが改善することが期待される。 
 
２．研究の目的 
 
本研究は、政府が非自発的な価値移転(暴力や詐取など)を制限し、自発的な価値移転（取引）

を保護する政策を選択するメカニズムを政治経済学的に分析する長期の研究の一環である。上
記のような考察を踏まえて、本研究では、非自発的な価値移転の脅威が経済的成果に与える効
果をインドのデータや事例を用いて検証することを主な目的とした。 
 
３．研究の方法 
 
本研究は、日本国内での研究活動とインドでの現地調査を組み合わせて１つの研究サイクル

とした。研究活動の１サイクルの中で、日本における研究活動においては、まず既存研究の成
果を踏まえつつ、暴動が経済パフォーマンスに与える影響や政治のあり方が公正な競争に与え
る効果をより的確にとらえるための理論的考察を行った。次に理論から導かれる仮説について
インドのデータを用いて実証分析を行い、理論的考察の妥当性を検証した。日本国内では理論
と実証の間で往復しながら、このような作業を繰り返した。研究活動の１サイクルの中でもう
一つの重要な柱は、インドでの現地調査であった。インドにおいて、データ分析に必要なデー
タや資料を収集し、関係者（政府・ビジネス・研究の各分野）にヒアリングを行った。ヒアリ
ングは、政治・経済的な要素や要素間の関係性に関連する情報を入手するために非常に有益な
活動であった。このサイクルを 4 年間で数回繰り返し研究を深化させていくことができた。現
地調査期間内にインド国内で研究の途中経過の発表も行い、関係者からコメントを広く集める
ことができた。 
 
４．研究成果 
 
経済的行為を選択する現実の状況においては、経済主体は経済的価値を暴力や詐取によって

他者に奪われる脅威に直面している。本研究では、そのような脅威が経済主体の価値創造的な
経済的行為の選択と努力を歪め、経済発展を停滞させるメカニズムの分析を行い、インドのデ
ータを用いて実証研究を行った。本研究では、研究者の既存研究と合わせ、暴力や詐取の脅威
がインド州レベルの製造業の経済パフォーマンスに負の効果をもたらすこと、一方で市場競争
は製造業企業の生産性を高めることを計量的な分析を用いて示した。 
重要な発見として、本研究は暴動が製造業の経済パフォーマンスに悪影響を及ぼすことをイ

ンドの州レベルのデータを用いて明らかにした。その中でも特に重要な発見は、暴動がエスニ
ック暴動や宗教暴動である場合には、暴動が製造業に与える負の効果が大きくなるということ
である。この点について、エスニック集団や宗教集団を標的とした暴力は、人々がその標的か
ら逃れにくいという特徴があり、その結果としてエスニック暴動や宗教暴動は他の種類の暴動
に比べて標的になりうる人々の行動を大きく変化させるという解釈が可能である。 
もう一つの興味深い発見は、暴動がより大きな社会経済集団間の対立に基づいたものである

場合には、単発の暴動に比べて一層大きな負の効果を製造業に与えるという実証研究成果を得
た。例えば、イスラム教徒とヒンドゥー教徒の対立の一環として暴動が起きていると考えられ
る場合には、そうでない場合に比べて製造業のパフォーマンスに与える負の効果が大きくなる
のである。このような推計結果は、より大きな対立の文脈の中で暴動が起きると連鎖的に暴動
が拡大する恐れを人々が感じるために、人々の経済的行為の選択と努力を大きく変化させるた
めであるという解釈が可能である。 
当初、研究目的としていた競争が生み出されるメカニズムの政治経済学的な説明については

現在も研究を継続しており、近い将来研究成果を挙げることを目指している。 
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